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中期目標Ｍ10 

人文・社会・自然の各分野で国際的及び全国的な水準で研究活動を行

っている研究者を確保し、世界最高水準の学術研究を推進する。 

中期計画Ｋ31 

人文・社会・自然の各分野で基礎的・萌芽的研究の進展を図る。 

中期目標Ｍ11 

優れた研究成果を挙げ、それを社会に広く還元する。 

中期計画Ｋ34 

優れた研究成果を学術専門誌、国際会議、国内学会等に公表すると

ともに、メディアを通して社会に積極的に発信する。 

中期目標Ｍ13 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点１－１ 研究活動の実施状況 
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若手研究(S) ０ ０ ０ ０ 

若手研究(A) ０ ０ ０ ０ 

若手研究(B) 500 4,400 5,100 5,900 

特別研究促進費 ０ ０ ０ ０ 

スタートアップ ０ ０ ０ ０ 

合計 62,480 107,010 68,500 82,220 

 

（２） 件数 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 
(水準)  期待される水準にある。 

(判断理由) 本学部が掲げる研究目標に対応して，代表する研究業績が示すように学術的

な意義のある高度な研究成果があがっており，特に文理融合型領域を開拓するいくつかの

研究と受賞に代表される高い評価があり，本学部で想定する関係者の期待に応えていると

判断される。研究成果を幅広く社会に還元することも代表する業績が示すように，評価の
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Ⅲ 質の向上度の判断 

 

①事例１「文理融合型の学問領域の開拓」(分析項目Ⅱ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

文理融合型の学問領域の開拓を法人化以前と比較して着実に進展させており，以下のよ

うな質の向上が見られる。言語の起源や進化に関して計算機実験により初めて明らかにし

て AROB Contribution Award を受賞した例，認識論における外在主義的な知識概念の分析

に対する全く新しい観点からの批判に対する学会からの受賞の例，人間の洞察過程の飛躍

を解明した研究と高い評価の例、交通流の数理モデルによる解析と実証研究例など，文理

融合型の新しい学問領域の開拓が着実に進展しており、また、その成果が受賞として表れ

ている。 

 

②事例２「研究成果を社会に幅広く公開、還元」(分析項目Ⅱ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

研究目標として掲げた「高度の研究成果を広く社会に還元する」を法人化以前と比較し

て具体的な形として着実に進展させており，以下のような質の向上が見られる。科学哲学

の主要概念や学説を解説した啓発書はこの分野の書としては異例な 16,000 部も発行され，

また，日本の技術者の状況を考慮した技術者倫理教科書は高い評価を受け，多くの教育機

関で採用されている。中小企業向け環境マネジメントシステムは約 1000 ヶ所の事業所が採

用しており，自治体や大企業のグリーン調達基準を満たす第三者認証として採用されてお

り，また，境界領域最適化問題の解法のアルゴリズムを用いたソフトウェアは市販され，1

～2 億円程度の売上があり，国内外の自動車，電機などの企業で設計に利用されている。

さらに，脳障害の検査キットは公的な検査法として認知されるとともに約 35,000 セットが

販売されているなど，研究成果を社会に具体的な形で還元することが着実に進展している。 

 

③事例３「教 員 数 に対 する科 学 研 究 費 補 助 金 の採 択 件 数」(分析項目Ⅰ) 

 (質の向上があったと判断する取組) 

年度ごとの科学研究費補助金の採択件数を，その年の構成教員数で割った値を比較する。

平成 16 年度は 55 人中 22 で 0.4，平成 17 年度は 55 人中 32 件で 0.58，平成 18 年度は 53


